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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第47期

第３四半期連結
累計期間

第48期
第３四半期連結

累計期間
第47期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 32,264,220 30,471,104 42,854,152

経常利益 （千円） 6,419,206 4,671,302 8,120,274

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 4,137,655 3,095,657 5,342,812

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 4,450,223 3,097,630 6,031,393

純資産額 （千円） 34,539,806 38,510,541 36,120,872

総資産額 （千円） 46,552,538 48,360,723 48,365,036

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 344.82 257.99 445.26

潜在株式調整後　　　　　　　　

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 74.20 79.63 74.68

営業活動による　　　　　　　　

キャッシュ・フロー
（千円） 4,618,240 2,897,319 7,372,887

投資活動による　　　　　　　　

キャッシュ・フロー
（千円） △1,324,877 △1,158,956 △2,215,610

財務活動による　　　　　　　　

キャッシュ・フロー
（千円） △459,582 △561,796 △849,062

現金及び現金同等物の　　　　　

四半期末（期末）残高
（千円） 19,007,671 21,659,530 20,482,223

 

回次
第47期

第３四半期連結
会計期間

第48期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 124.77 55.72

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成28年２月15日）現在において当社グループ（当社および

連結子会社）が判断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調は継続しているものの、中国を中心とする

新興国経済の減速の影響により、先行き不透明な状況となりました。また、海外においては米国は引き続き堅調に

推移したものの、欧州・中東における地政学リスクの高まりもあり、原油価格の低下による産出国の経済状況が低

迷しており、厳しい状況となっております。

当社グループの属する電子部品業界におきましては、産業機器や通信機器などの一部の製品は好調に推移したも

のの、民生機器向け部品等は低調に推移いたしました。

このような情勢の中で、当社グループの当第３四半期連結累計期間の連結売上高は30,471百万円（前年同期比

1,793百万円減、5.6%減）、営業利益は4,462百万円（前年同期比1,459百万円減、24.7%減）、経常利益は4,671百

万円（前年同期比1,747百万円減、27.2%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は3,095百万円（前年同期比

1,041百万円減、25.2%減）となりました。

当社グループの種類別区分ごとの業績でありますが、集積回路は、販売価格の低下および受注の伸び悩みによ

り、売上高は26,496百万円（前年同期比1,664百万円減、5.9%減）となりました。機能部品は、サーマルプリント

ヘッド、特定用途向けセンサー需要が一巡したため、売上高は3,967百万円（前年同期比125百万円減、3.1%減）と

なりました。

(2)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は、21,659百万円となり、

前連結会計年度末と比較して1,177百万円の増加となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は2,897百万円（前年同期の増加した資金は4,618百万円）となりました。主な資

金増加の要因は、税金等調整前四半期純利益4,701百万円、減価償却費1,476百万円、売上債権の減少額1,193百万

円、仕入債務の増加額465百万円等であり、主な資金減少の要因は、法人税等の支払額3,317百万円、賞与引当金の

減少額571百万円、その他の負債の減少額712百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は1,158百万円（前年同期の減少した資金は1,324百万円）となりました。主な資

金増加の要因は、投資有価証券の売却による収入201百万円等であり、主な資金減少の要因は、有形固定資産の取

得による支出1,322百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は561百万円（前年同期の減少した資金は459百万円）となりました。資金増加の

要因は、長短借入金の借入れによる収入1,640百万円であり、主な資金減少の要因は、長短借入金の返済による支

出1,157百万円、社債の償還による支出300百万円、配当金の支払額707百万円等によるものであります。

(3)　事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、909百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産の部につきましては、建物及び構築物など固定資産は増加したものの、受取

手形及び売掛金など流動資産の減少により48,360百万円（前連結会計年度末比４百万円減）となりました。負債の

部につきましては、未払法人税等や賞与引当金など流動負債の減少により、9,850百万円（前連結会計年度末比

2,393百万円減）となりました。これらの結果、純資産の部は38,510百万円（前連結会計年度末比2,389百万円

増）、自己資本比率は79.63%となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,600,000

計 40,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 12,000,000 12,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 12,000,000 － 4,545,500 － 5,790,950

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,997,800 119,978 －

単元未満株式 普通株式     1,600 － －

発行済株式総数         12,000,000 － －

総株主の議決権 － 119,978 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アオイ電子株式会社
香川県高松市

香西南町455-1
600 － 600 0.00

計 － 600 － 600 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について監査法人ラットランドによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,482,223 21,659,530

受取手形及び売掛金 10,036,567 ※ 8,843,438

商品及び製品 240,500 160,242

仕掛品 580,203 656,740

原材料及び貯蔵品 886,758 1,085,422

前払費用 39,505 84,736

繰延税金資産 434,153 108,853

その他 330,580 309,067

流動資産合計 33,030,493 32,908,032

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 15,107,356 15,807,609

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,575,672 △11,007,153

建物及び構築物（純額） 4,531,684 4,800,455

機械装置及び運搬具 39,929,215 40,620,994

減価償却累計額及び減損損失累計額 △38,045,437 △38,605,757

機械装置及び運搬具（純額） 1,883,777 2,015,237

工具、器具及び備品 7,216,057 7,386,308

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,860,578 △7,070,262

工具、器具及び備品（純額） 355,478 316,045

土地 3,207,804 3,207,804

リース資産 293,671 217,997

減価償却累計額及び減損損失累計額 △193,975 △132,569

リース資産（純額） 99,695 85,428

建設仮勘定 642,394 529,008

有形固定資産合計 10,720,836 10,953,979

無形固定資産   

のれん 253,314 236,757

その他 245,038 204,345

無形固定資産合計 498,353 441,102

投資その他の資産   

投資有価証券 2,705,004 2,596,150

退職給付に係る資産 918,444 923,058

繰延税金資産 43,531 58,115

その他 448,372 480,285

投資その他の資産合計 4,115,353 4,057,609

固定資産合計 15,334,542 15,452,691

資産合計 48,365,036 48,360,723
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,680,224 ※ 4,145,804

1年内償還予定の社債 300,000 -

短期借入金 190,000 475,000

1年内返済予定の長期借入金 359,192 459,188

リース債務 44,122 37,350

未払金 1,818,393 1,463,561

未払法人税等 2,037,387 64,908

賞与引当金 742,951 171,011

その他 1,337,805 ※ 1,259,306

流動負債合計 10,510,076 8,076,130

固定負債   

長期借入金 902,020 999,298

リース債務 56,568 48,684

役員退職慰労引当金 386,820 386,820

退職給付に係る負債 230,907 217,231

その他 157,770 122,016

固定負債合計 1,734,087 1,774,051

負債合計 12,244,163 9,850,182

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,545,500 4,545,500

資本剰余金 5,790,950 5,790,950

利益剰余金 25,179,195 27,566,890

自己株式 △1,214 △1,214

株主資本合計 35,514,431 37,902,126

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 161,930 154,633

退職給付に係る調整累計額 444,511 453,781

その他の包括利益累計額合計 606,441 608,415

純資産合計 36,120,872 38,510,541

負債純資産合計 48,365,036 48,360,723
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 32,264,220 30,471,104

売上原価 23,932,061 23,445,240

売上総利益 8,332,158 7,025,863

販売費及び一般管理費 2,409,913 2,563,581

営業利益 5,922,245 4,462,282

営業外収益   

受取利息 1,096 2,036

受取配当金 8,068 9,774

受取技術料 57,199 185,393

為替差益 237,626 30,299

持分法による投資利益 170,342 134,268

その他 65,277 198,299

営業外収益合計 539,611 560,071

営業外費用   

支払利息 13,998 13,582

支払補償費 1,114 11,636

貸与資産減価償却費 22,969 21,773

寄付金 - ※１ 293,582

その他 4,567 10,475

営業外費用合計 42,649 351,050

経常利益 6,419,206 4,671,302

特別利益   

固定資産売却益 4,645 729

投資有価証券売却益 - 30,801

退職給付制度改定益 ※２ 8,585 -

特別利益合計 13,230 31,531

特別損失   

固定資産除却損 43,596 1,051

投資有価証券評価損 - 735

特別損失合計 43,596 1,786

税金等調整前四半期純利益 6,388,841 4,701,048

法人税、住民税及び事業税 2,101,376 1,293,589

法人税等調整額 149,808 311,801

法人税等合計 2,251,185 1,605,390

四半期純利益 4,137,655 3,095,657

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,137,655 3,095,657
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 4,137,655 3,095,657

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 192,166 △7,296

退職給付に係る調整額 120,400 9,270

その他の包括利益合計 312,567 1,973

四半期包括利益 4,450,223 3,097,630

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,450,223 3,097,630

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 6,388,841 4,701,048

減価償却費 1,219,532 1,476,352

その他の償却額 38,545 43,382

のれん償却額 16,557 16,557

固定資産除却損 43,596 1,051

固定資産売却損益（△は益） △4,645 △729

投資有価証券売却損益（△は益） - △30,801

賞与引当金の増減額（△は減少） △443,685 △571,940

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 39,453 2,702

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △21,968 △9,375

受取利息及び受取配当金 △9,164 △11,810

支払利息 13,998 13,582

為替差損益（△は益） △109,702 △741

持分法による投資損益（△は益） △170,342 △134,268

投資有価証券評価損益（△は益） - 735

売上債権の増減額（△は増加） △1,689,056 1,193,129

たな卸資産の増減額（△は増加） △377,732 △194,942

その他の資産の増減額（△は増加） △259,428 △90,447

仕入債務の増減額（△は減少） 764,058 465,386

その他の負債の増減額（△は減少） 1,128,164 △712,537

小計 6,567,020 6,156,331

利息及び配当金の受取額 53,403 72,037

利息の支払額 △13,204 △13,761

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,988,979 △3,317,288

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,618,240 2,897,319

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,259,785 △1,322,859

有形固定資産の除却による支出 △156 △437

有形固定資産の売却による収入 17,249 1,148

無形固定資産の取得による支出 △52,689 △4,390

投資有価証券の売却による収入 - 201,589

ゴルフ会員権の売却による収入 5,150 -

差入保証金の回収による収入 127 525

その他の支出 △34,771 △34,531

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,324,877 △1,158,956

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,140,000 1,140,000

短期借入金の返済による支出 △855,000 △855,000

長期借入れによる収入 - 500,000

長期借入金の返済による支出 △269,394 △302,726

社債の償還による支出 - △300,000

リース債務の返済による支出 △42,824 △36,108

自己株式の取得による支出 △383 -

配当金の支払額 △431,980 △707,962

財務活動によるキャッシュ・フロー △459,582 △561,796

現金及び現金同等物に係る換算差額 109,702 741

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,943,482 1,177,307

現金及び現金同等物の期首残高 16,064,188 20,482,223

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 19,007,671 ※ 21,659,530
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間および前

連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)および事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 192,184千円

支払手形 － 396,710

その他（設備関係支払手形） － 229,115

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　寄付金

当社の創業者である取締役会長大西通義と当社が共同で平成27年８月24日に設立した一般財団法人　大西・アオ

イ記念財団に対する寄付であります。

 

※２　退職給付制度改定益

当社の連結子会社であるハイコンポーネンツ青森㈱が平成26年４月１日付けで、ルネサス企業年金基金から脱退

し、同社独自の確定給付企業年金基金を設立したことにより発生したものであります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 19,007,671千円 21,659,530千円

現金及び現金同等物 19,007,671 21,659,530

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 191,992 16 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 239,988 20 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 395,978 33 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 311,983 26 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）および当第３四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

当社グループは、電気・電子部品の製造販売を事業内容とする単一セグメントであり、当社グループ全体で包

括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。よって、セグメント情報の記載は省略しております。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

 １株当たり四半期純利益 344円82銭 257円99銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
4,137,655 3,095,657

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
4,137,655 3,095,657

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,999 11,999

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

当社は平成28年１月29日開催の取締役会において、取締役会長大西通義から平成28年６月29日開催予定の当社第

48回定時株主総会終結の時をもって代表取締役および取締役を退任する申し出を受け、受理いたしました。同氏の

退任に伴い、定時株主総会の決議を条件として創業者功労金1,100,000千円を贈呈することとし、平成28年３月期

末で同額を役員退職慰労引当金に計上することを取締役会で決議いたしました。

 

２【その他】

平成27年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………311,983千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………26円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日………平成27年12月７日

（注）　平成27年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書  

  

   平成28年２月６日  

     

アオイ電子株式会社     

取締役会　御中     

    

     

 監査法人　ラットランド  

     

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 長谷川　正治　　印  

     

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 小　野　　泰　　印  

     

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアオイ電子株
式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日か
ら平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期
連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸
表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す
る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準
拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アオイ電子株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財
政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成28年１月29日開催の取締役会において、取締役会長大西通義氏
から第48回定時株主総会終結の時をもって代表取締役及び取締役を退任することの申し出を受理し、また、定時株主総
会の決議を条件として創業者功労金を贈呈することを取締役会で決議した。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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